
戸建住宅地

一般住宅の外工務店
等も介在する住宅地
域

3

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北100 150 100 50 戸建住宅地

-

１住居(60,200)

市全体の人口は過去５年間でほぼ横ばいで推移しているのに対し、
川島地区では微増傾向が続いている。

周辺でミニ開発等が散発的に行われているが、地域要因に特に大
きな変化は見られない。

個別的要因に変動はない。

当地域は木曽川に近い、海抜の低い住宅地で、周辺に収益物件は共同住宅程度しかなく、戸建住宅敷地としての土地利用が
大半である。また住宅地の画地規模も比較的大きく、収益性よりも、居住環境の快適性、利便性等が重視され、類似の住宅
地との比較の観点から土地価格が形成される。よって、本件では市場における取引実態を反映した比準価格を適正と判断し、
指定基準地との検討を踏まえ、鑑定評価額を上記の通り決定した。

［

［

住宅
ＬＳ３

地元業者を中心に、ミニ分譲が散見されるが、坪当たり１０万円を超える土地取引は少なくなっており、地価は今後やや弱
含みで推移するものと予測される。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 37,300円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

36,800

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

各務原 7

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-2.4

-4.4

-16.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+1.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

木曽川駅
北東 6km

木曽川
6km

(8)

北5.6m市道

１住居
(60,200)

（その他）　　　　

特にない 基準方位　北　　
５．６ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

264

( )

⑨法令上の規制等

1:1.2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

15.0  ｍ、　奥行　約 18.0 ｍ、　規模 270  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

37,000 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

29,400 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-0.8％ ％

78.4 ］

99.2［ ］ 100［ ］

101.0［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 28 平成 28年 7月 20日　提出

宅地-1

各務原市川島松倉町字河原屋敷１５８１番１外

0.0方位

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

36,800

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

各務原 -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+0.4

-1.9

+10.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

40,300 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

108.3 ］

98.8［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 28年 1月]

平成 28年 7月 1日 正常価格

平成 28年 7月 15日平成 28年 7月 1日

9,770,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 37,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

1.1

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は旧川島町のみならず、愛知県江南市、一宮市及び笠松町、各務原市の那加、蘇原地区にかけての住宅地域一帯
と判断される。需要者は市内在住の一次取得者層が中心。川島大橋開通後、愛知県方面からの交通アクセスは改善されたが、
地価水準にそれ程大きな違いはないため、当地域で土地を取得されるのは各務原市在住者の方が多い。取引の中心となる価
格帯は土地で５００～７００万円程度、建物付きで１，７００～２，０００万円程度と思料する。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

各務原（県） 1－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

各務原（県） －

基準地番号 提出先

1 岐阜県

所属分科会名

岐阜第１分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

不動産鑑定士　清水事務所

清水裕示





低層住宅地

一般住宅のほかアパ
ートも見られる区画
整然とした住宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北70 150 50 50 低層住宅地

-

１中専(60,200)

　雇用・所得環境の改善傾向が続く中、各務原地域経済も穏やか
に回復が期待されている局面にある。

　街区が整然とした住宅地域で、空閑地も比較的多く、総じて供
給過剰気味。都市ガスが整備された他は、特記すべき変動要因は
ない。

　個別的要因に変動はない。

　アパート等の収益物件は中小規模のものが多く見られ収益価格も求めたが、傾向的には供給過多の中、投資効率は相対的
に低く、支払賃料も他との競争下、下落気味で、求めた収益価格は低位となった。地域の通常取引は自用目的の戸建住宅地
等の取引が中心である。従って本件は、実際の取引の場で形成され実証性に優れる比準価格を標準として、収益価格を参考
に止め、公示地との価格均衡に留意し、鑑定評価額を表記の通り決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

　当該地域は土地区画整理事業が施行された新興住宅地域で、土地利用は安定的に熟成を深めている。昨今の地価動向は、
周辺の住宅地供給圧力が強く、当面はやや下落基調での推移を予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 40,300 円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

39,700

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

各務原 16

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+4.0

-11.9

0.0

0.0

+3.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

木曽川駅
北東 4.8km

木曽川
4.8km

(8)

北西6m市道

１中専
(60,200)

（その他）　　　　

特にない 基準方位　北　　
６ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

263

( )

⑨法令上の規制等

1:1.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

15.0  ｍ、　奥行　約 17.0  ｍ、　規模 250  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

39,800 円／㎡

15,000 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

37,800 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-1.2 ％ ％

94.4 ］

99.2［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 28 平成 28年 7月 20日　提出

宅地-1

各務原市川島緑町１丁目８６番

0.0方位

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 28年 1月]

平成 28年 7月 1日 正常価格

平成 28年 7月 15日平成 28年 7月 1日

10,500,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 39,800 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

1.1

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 　同一需給圏の範囲としては旧川島町を主体とする各務原市南部地区を中心に、隣接の愛知県一宮市北東部及び江南市北西
部を含んでいる。需要層は３０才台に代表される一次取得者層が過半を占めるが、周辺には中規模開発地での分譲も目立っ
ており、供給は過剰気味であるのに加えて、需要は軟調、需給関係は総じて弱い。市場での一般的な規模での取引は、土地
のみの分譲で７００～１，０００万円強、分譲住宅は２，０００万円強が中心的な価格帯となっている。

継続

①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

各務原（県） 3－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

各務原（県） －

基準地番号 提出先

3 岐阜県

所属分科会名

岐阜第１分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

株式会社　不動産鑑定北川事務所

北川　彰



戸建住宅地

中規模一般住宅が多
い住宅団地（緑苑団
地）

5

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北50 50 20 70 戸建住宅地

-

１低専(50,80)

消費増税の再延期を背景に素地取得の動きが増加。反面、通学に
利便な市街地付近と高齢化が進む郊外の団地との二極化が進む。

列島改造時に造成された住宅団地を中心に、入居者の高齢化や団
地のスラム化が加速。歩行の難点も加わり、需要も低迷。

個別的要因に変動はない。

近隣地域は中規模な住宅団地として、既に熟成している為、積算価格は求められなかった。又、戸建ての住宅団地にあって、
規範性のある賃貸事例もほとんどない為、収益価格も求められなかった。自用の住宅取得の取引が主で、近隣地域、類似地
域において多数の信頼性のある取引事例を収集できた所から、比準価格を重視し、指定基準地価格との検討などを踏まえ、
鑑定評価額を上記の通り決定した。

［

［

住宅
ＬＳ２

周辺の団地と共に列島改造時に造成された住宅団地の一つ。この為、住民の高齢化、若年層の都市への流出等が加速しつつ
あり、坂道などによる歩行懸念から、買い手需要の衰退が懸念されつつある。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 54,500 円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

52,600

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

各務原 5

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

+8.8

+17.0

+2.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+1.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

鵜沼駅
北 1.9km

鵜沼
1.9km

(8)

北6m市道

１低専
(50,80)

（その他）　　　　

特にない。 基準方位　北、６
ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

217

( )

⑨法令上の規制等

1:1.2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

14.0  ｍ、　奥行　約 16.0 ｍ、　規模 220  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

52,600 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

69,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-3.5％ ％

129.8 ］

100［ ］ 100［ ］

101.0［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 28 平成 28年 7月 20日　提出

宅地-1

各務原市緑苑南１丁目６２番

0.0方位

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

52,600

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

各務原 -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

-9.8

-3.1

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

48,100 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

87.4 ］

95.6［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 28年 1月]

平成 28年 6月 25日 正常価格

平成 28年 7月 13日平成 28年 7月 1日

11,400,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 52,600 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

43,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は主に市内「鵜沼」地区、特に、列島改造時に開発された中規模な住宅団地内の住宅地全般。需要者の中心は都
心名古屋への通勤を目的とした一次取得者層であったが、現在は市内や岐阜市などへの勤労を目的とした在住者又は転入者
が主体。入居者の高齢化や団地の地形的特徴から、取引の中心も中古住宅の随伴取引が支配的で、買い手需要も少なくなり
つつある。取引の中心となる価格帯は土地で１，１００万円前後、中古建物取引で１，５００万円前後。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

各務原（県） 4－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

各務原（県） －

基準地番号 提出先

4 岐阜県

所属分科会名

岐阜第１分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

株式会社　不動産鑑定北川事務所

田中　雅之



戸建住宅地

中規模一般住宅が多
い住宅団地（尾崎団
地）

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北300 70 150 70 戸建住宅地

-

１低専(50,80)

利便性の良い市街地住宅地と郊外の住宅地との間で需要に差が生
じ、二極化が進みつつある。

各務原市郊外の住宅団地で人口減少が進んでいる。

個別的要因に変動はない。

比準価格は、類似団地内あるいは周辺の類似地域内の事例を採用したもので、各事例とも代替関係・価格牽連性が強く、規
範性は高い。一方、戸建て賃貸市場は極めて未熟成の状態にあること等から収益価格を求めるこは困難である。このため収
益還元法は適用しなかった。本件では比準価格を採用して、代表標準地との検討を踏まえ、上記のとおり鑑定評価額を決定
した。

［

［

住宅
Ｗ２

戸建住宅を主体とする住宅団地としてほぼ熟成しており、今後も安定的に推移するものと予測される。郊外住宅地の需要は
減退、他の住宅団地より画地規模が広く市場性が弱まっている。地価は下落傾向が続くと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 48,100円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

45,900

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

各務原 5

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

+28.6

+8.0

+2.0

+5.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+1.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

各務原市役所前駅
北西 4.7km

各務原市役所前
4.7km

(8)

北6m市道

１低専
(50,80)

（その他）　　　　

昭和４７年～５４年にかけ
て開発された住宅団地

基準方位　北　　
６ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

242

( )

⑨法令上の規制等

1:1

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

16.0  ｍ、　奥行　約 15.0 ｍ、　規模 240  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

46,000 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

69,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-4.4 ％ ％

148.7 ］

100［ ］ 100［ ］

101.0［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 28 平成 28年 7月 20日　提出

宅地-1

各務原市尾崎南町３丁目６５番

0.0方位

　補正

ほぼ正方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 28年 1月]

平成 28年 7月 5日 正常価格

平成 28年 7月 13日平成 28年 7月 1日

11,100,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 46,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

1.1

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は、各務原市郊外の戸建住宅団地及び新興並びに既成住宅地域である。需要者の中心は、各務原市及び岐阜市東
部居住又は就労する一次取得者層が大半を占める。地域市場での一般的な規模での取引は、土地のみの分譲で１，０００万
円前後。画地規模の中心が２５０㎡程度と最近の分譲住宅地より広いため、結果的に単価が上昇しにくい状況にある。中古
住宅は１，３００～１，８００万円程度が中心的な価格帯となっている。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

各務原（県） 5－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

各務原（県） －

基準地番号 提出先

5 岐阜県

所属分科会名

岐阜第１分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

クニタチ鑑定事務所

山村　寛



低層住宅地

一般住宅を主体に農
地も見られる住宅地
域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北50 100 150 200 低層住宅地

-

１中専(60,200)

　雇用・所得環境の改善傾向が続く中、各務原地域経済も穏やか
に回復が期待されている局面にある。

　北西方の「ロックタウン」周辺で道路整備、店舗進出が進み、
利便性が増加している。

　個別的要因に変動はない。

　戸建を中心とする住宅地域で、自用のための取引が大半である。賃貸マンション等も見られるが、遊休地活用・節税対策
に依るものが大半で、投資効率は総じて低い。売主主導でやや高めの取引が見られるミニ開発住宅地の動向に留意し、取引
の実態を反映し規範性が高い比準価格を標準として収益価格は参考に止め、代表標準地との価格均衡に留意し、鑑定評価額
を表記の通り決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

　一般住宅を主体とする普通住宅地域である。現状を維持し安定的に推移している。戸建住宅地の需要は強く、周辺の商業
施設も整備され充実しており、地価も堅調な推移を見せていくものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 60,100 円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

60,400

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

各務原 5

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+1.0

+8.1

+7.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+1.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

各務原市役所前駅
北東 1.3km

各務原市役所前
1.3km

(8)

南5m市道

１中専
(60,200)

（その他）　　　　

特にない 基準方位　北　　
５ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

147

( )

⑨法令上の規制等

1:1

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

10.0  ｍ、　奥行　約 20.0  ｍ、　規模 200  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

60,200 円／㎡

23,800 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

69,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間+0.2 ％ ％

116.8 ］

100.2［ ］ 103.0［ ］

101.0［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 28 平成 28年 7月 20日　提出

宅地-1

各務原市蘇原花園町４丁目２６番５

+3.0方位

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 28年 1月]

平成 28年 7月 1日 正常価格

平成 28年 7月 15日平成 28年 7月 1日

8,850,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 60,200 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

47,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 　同一需給圏は、各務原市中西部地区の利便性の良好な既成住宅地域を中心とする。需要者は、当市居住の３０才台を主体
とする一次所得者が主体で、市外からの転入者は少ない。当市中央部の熟成した既成住宅地であり、ミニ開発住宅地等の供
給も多いが需給は安定しており、地価は安定的に推移するものと予測される。地域の取引は、土地は標準的な取引規模で、
１，０００～１，３００万円程度、新築の戸建物件は概ね３，０００万円強が需給の中心となっている。

継続

①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

各務原（県） 6－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

各務原（県） －

基準地番号 提出先

6 岐阜県

所属分科会名

岐阜第１分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

株式会社　不動産鑑定北川事務所

北川　彰



低層住宅地

中規模一般住宅のほ
か、農地も介在する
住宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北120 100 100 50 低層住宅地

-

１住居(60,160)

川崎重工業を始めとする大手企業に勤務する従業員の土地需要は
比較的旺盛である。

周辺地域でミニ開発等による宅地供給が活発である。

個別的要因に変動はない。

比準価格は現実の取引事例を価格判定の基礎とするもので、実証的かつ説得力を有する。一方、収益価格は最有効使用の賃
貸物件を建設することを想定したもので、理論的であるが、当地域は戸建住宅を主体とする地域で、収益性を重視した取引
は少なく、自用目的の取引が大半である。よって、本件では比準価格を中心に収益価格を比較考量し、代表標準地との検討
を踏まえ、鑑定評価額を上記の通り決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

近隣地域周辺は、宅地需要が旺盛で割高取引も見られるが、当地域は駅や幹線道路から離れており、道路幅員がやや狭い分、
静態的で、今後も現状維持にて推移するものと予測される。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 54,200円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

54,300

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

各務原 5

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+3.0

+13.0

+8.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+1.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

名電各務原駅
南 1.8km

名電各務原
1.8km

(8)

北4m市道

１住居
(60,200)

（その他）　　　　
(60,160)

特にない 基準方位　北、４
ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

210

( )

⑨法令上の規制等

1:1.2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

10.0  ｍ、　奥行　約 20.0 ｍ、　規模 200  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

54,200 円／㎡

31,300 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

69,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間0％ ％

125.7 ］

100［ ］ 100［ ］

101.0［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 28 平成 28年 7月 20日　提出

宅地-1

各務原市鵜沼朝日町３丁目１９３番

0.0方位

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 28年 1月]

平成 28年 7月 1日 正常価格

平成 28年 7月 15日平成 28年 7月 1日

11,400,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 54,200 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

43,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は市内における新興住宅地域一帯と判断されるが、特に価格牽連性が認められるのは名電各務原駅を最寄り駅と
する住宅地域である。需要者は市内在住の一次取得者層が中心。周辺には自衛隊を始め、航空関連の企業に勤務する従業員
も多く、鵜沼第一小校区の土地需要は依然旺盛である。土地については総額で８００万円～１，０００万円、建物付きで２，
５００万円～３，０００万円が取引の中心と思料する。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

各務原（県） 7－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

各務原（県） －

基準地番号 提出先

7 岐阜県

所属分科会名

岐阜第１分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

不動産鑑定士　清水事務所

清水裕示









戸建住宅地

一般住宅のほか農家
住宅、小工場等が介
在する住宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北250 200 200 150 戸建住宅地

-

｢調区｣(60,200)

消費増税の再延期を背景に素地取得の動きが増加。反面、通学に
利便な市街地付近と高齢化が進む郊外の団地との二極化が鮮明。

「各務原大橋」の開通を契機に、川島地区（小網町）を介して、
愛知県側との交通アクセスなどが利便となっている。

個別的要因に変動はない。

近隣地域は「調区」内宅地にて、公法上の規制を反映し、賃貸想定は困難である。この為、収益価格は求められなかった。
他方、自用の住宅取得目的の取引きが主であり、需給圏内の類似地域で多数の信頼性のある取引事例を基に、比準価格を得
た。従って、信頼性が高いと判断される比準価格を重視し、地価公示価格や前年価格からの推移などの検討を踏まえ、鑑定
評価額を上記の通り決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

旧来からの一般住宅が建ち並ぶ集落地域。公法上の規制から、今後も大きな変化は見込めないが、近時、各務原大橋などが
開通し、愛知県などとの利便性が上昇、地価の下落幅は他地域に比べ、小さいと予測される。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 31,200 円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

30,800

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

各務原 1

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-2.0

-7.3

+2.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

各務原市役所前駅
南 2.4km

各務原市役所前
2.4km

(8)

南西6m市道

｢調区｣
(60,200)

（その他）　　　　

特にない。 基準方位　北、６
ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

238

( )

⑨法令上の規制等

1:1.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

12.0  ｍ、　奥行　約 20.0 ｍ、　規模 240  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

30,900 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

28,800 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-1.0％ ％

92.7 ］

99.0［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 28 平成 28年 7月 20日　提出

宅地-1

各務原市上戸町４丁目１０３番

0.0方位

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 28年 1月]

平成 28年 6月 25日 正常価格

平成 28年 7月 16日平成 28年 7月 1日

7,350,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 30,900 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

1.1

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は「稲羽」地区を中心に、市内の「調区」内宅地全般。市場参加者は一部の開発適地を求める事業者の他旧既存
宅地等を求める勤労者などが想定されるが、当市も若年層の転出などが進行しつつあり、買い手需要は全般に少ない。反面、
各務原大橋の開通を背景に、対岸の愛知県との往来も利便となっており、地価の下落感は少ない。中心となる価格帯は土地
で７５０万前後、土地建物一体で２，２００万円前後と推定される。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

各務原（県） 11－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

各務原（県） －

基準地番号 提出先

11 岐阜県

所属分科会名

岐阜第１分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

株式会社　不動産鑑定北川事務所

田中　雅之



戸建住宅地

農家住宅と一般住宅
の混在する農家集落
地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北200 100 300 200 戸建住宅地

-

｢調区｣(60,188)

消費増税の再延期を背景に素地取得の動きが増加。反面、通学に
利便な市街地付近と高齢化が進む郊外の団地との二極化が鮮明。

付近では橋梁や県道改良が進むものの、地域要因に特段の変動は
見られない。

個別的要因に変動はない。

近隣地域は「調区」内宅地にて、公法上の規制を反映し、賃貸想定は困難である。この為、収益価格は求められなかった。
他方、自用の住宅取得目的の取引きが主であり、需給圏内の類似地域で多数の信頼性のある取引事例を基に、比準価格を得
た。従って、信頼性が高いと判断される比準価格を重視し、地価公示価格や前年価格からの推移などの検討を踏まえ、鑑定
評価額を上記の通り決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

木曽川街道以南にて一般住宅の他農家住宅が混在する集落地域の一つ。「調区」内にあり、公法上の規制が大きく、取引き
も少ない。県外との橋梁を含む整備が進むが、当面は現状推移にて、地価もやや下落が続く。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 27,400 円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

26,800

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

各務原 1

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-0.4

-5.7

+14.5

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

苧ケ瀬駅
南 2.2km

苧ケ瀬
2.2km

(8)

南4.7m市道

｢調区｣
(60,200)

（その他）　　　　
(60,188)

特にない。 基準方位　北、４
．７ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

522

( )

⑨法令上の規制等

1:2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

17.0  ｍ、　奥行　約 30.0 ｍ、　規模 510  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

26,800 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

28,800 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-2.2％ ％

107.5 ］

99.0［ ］ 101.0［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 28 平成 28年 7月 20日　提出

宅地-1

各務原市鵜沼大伊木町５丁目９２番

+1.0方位

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 28年 1月]

平成 28年 6月 25日 正常価格

平成 28年 7月 16日平成 28年 7月 1日

14,000,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 26,800 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

1.1

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は市内「調区」内の住宅地域全般。近隣地域の場合、集落地域の特性が強いことから、需要者の中心は地縁性を
有する者が想定され、地区外からの転入は少なく、需要も限定的。又、新規の宅地開発が困難で、供給も限定されている為、
取引は少ない。取引きの中心となる価格帯は、総額で概ね土地は１，０００万円程度、中古住宅は１，５００万円程度と考
えられる。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

各務原（県） 12－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

各務原（県） －

基準地番号 提出先

12 岐阜県

所属分科会名

岐阜第１分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

株式会社　不動産鑑定北川事務所

田中　雅之



戸建住宅地

農地の中に一般住宅
、事業所等が散在す
る住宅地域

3

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北100 100 50 100 戸建住宅地

-

｢調区｣(60,200)

　「調・区」内の住宅地市場は、土地利用規制の強化・厳格化に
伴い、新たな開発展開は望めず、タイトな状況である。

　住宅新築等の動きは散発的で環境の変化に乏しい。地域要因に
大きな変化は見られない。

　個別的要因に変動はない。

　各務原市の都市計画に基づく「市街化調整区域」内の農村集落地は、地縁性の強い土地取引が中心であり、かつ「既存宅
地制度」の廃止に伴う規制強化により、共同住宅の建築は困難となり、収益還元法の適用を断念した。よって、本鑑定評価
においては、比準価格を標準に、指定基準地並びに公示地との均衡を図りながら、鑑定評価額を上記の通り決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

　当該地域は一般住宅、農家住宅のほか農地も多く見られる住宅地域であるが、市街化調整区域内にあって変動要因が乏し
く、当面の地価変動は弱含み基調のまま推移するものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 27,200 円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

26,700

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

各務原 1

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-1.7

+4.1

+4.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

木曽川駅
北東 5.1km

木曽川
5.1km

(8)

北5.7m市道

｢調区｣
(60,200)

（その他）　　　　

市街化区域に隣接している 基準方位　北　　
５．７ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

468

( )

⑨法令上の規制等

1:1.2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

20.0  ｍ、　奥行　約 23.0  ｍ、　規模 460  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

26,700 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

28,500 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-1.8 ％ ％

106.4 ］

99.8［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 28 平成 28年 7月 20日　提出

宅地-1

各務原市川島笠田町４丁目４３番

0.0方位

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

26,700

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

各務原 -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+0.3

+5.3

+20.0

+17.6

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

40,300 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

149.0 ］

98.8［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 28年 1月]

平成 28年 7月 1日 正常価格

平成 28年 7月 15日平成 28年 7月 1日

12,500,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 26,700 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

1.1

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 　同一需給圏は各務原市の調整区域内にある住宅地域。需要者の中心は地縁関係を持つ者である。圏内は、農家集落地域や
郊外の利便性の劣る地域が多く、市場での人気は低い。特に近隣地域は中洲に位置するため利便性等劣る。圏内は法令によ
り新規の宅地開発が規制されている。このため、市場に供給される更地物件は限定的であり既存の中古住宅が取引の中心と
なっている。中心価格帯は、土地は１，０００万円程度、中古住宅は１，５００万円程度である。

継続

①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

各務原（県） 13－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

各務原（県） －

基準地番号 提出先

13 岐阜県

所属分科会名

岐阜第１分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

株式会社　不動産鑑定北川事務所

北川　彰



低層の店舗または事務所地

中低層の金融機関、
店舗等が集まる既成
商業地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北130 20 45 55 低層の店舗または事務所地

-

近商(80,200)

　店舗の郊外進出・既存商業核の喪失等、都市構造の再編が窺わ
れる状況。昨今の景気動向・地域経済回復の下でその動向に留意
される。

　電線の地中化等による街路修景事業の整備が完了した。

　個別的要因に変動はない。

　近隣地域は自用の店舗・事務所が中心である。街路整備等が進んだがテナント需要は弱く空事務所も多く見受けられる。
このため収益物件の投資効率は総じて低く、新規の賃貸物件が少ない。一方で市役所に近く市内の中心市街地の一つとして
場所的優位性が認められる。従って、取引の実態を反映し相対的規範性が高い比準価格を標準として、収益価格を関連づけ、
鑑定評価額を上記の通り決定した。

［

［

事務所兼車庫
ＲＣ２

　電線地中化等街路修景整備がなされ、諸施設も相応の配置が見られる熟成した地域である。地価水準は、支店営業所の閉
鎖等商業地需要の縮小も懸念されるが、新たな利用展開にも留意され、堅調な推移を予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 80,200 円／㎡

公示価格 80,200 円／㎡

標準地番号 各務原 1-5

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

各務原市役所前駅
南東 500m

各務原市役所前
500m

(8)

北15m市道

近商
(80,200)

（その他）　　　　

特にない １５ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

330

( )

⑨法令上の規制等

1:1.2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

15.0  ｍ、　奥行　約 20.0  ｍ、　規模 300  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

83,900 円／㎡

57,100 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間0 0％ ％

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 28 平成 28年 7月 20日　提出

宅地-1

各務原市那加住吉町２丁目２番２

ない

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 28年 1月]

平成 28年 7月 1日 正常価格

平成 28年 7月 15日平成 28年 7月 1日

26,500,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 80,200 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

64,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 　近年街並みが良化し、市役所等公共・公益諸施設を至近に配し、コンビニの立地など、相応の熟成をみる地域で、一定の
顧客対象が見込める地域である。今後については新たな商業地域展開の予感さえある。同一需給圏は広く当市商業地域のほ
ぼ全域を把握する。需要層は、現在のところ同一需給圏内に地縁性を持つ小売事業者等が中心である。取引される価格帯は
業態による規模等により様々で、需要の中心となる価格帯の把握を困難にしている。

継続

①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

各務原（県） 1－5

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

各務原（県） －5

基準地番号 提出先

1 岐阜県

所属分科会名

岐阜第１分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

株式会社　不動産鑑定北川事務所

北川　彰



低層店舗地

低層店舗が建ち並ぶ
国道沿いの路線商業
地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北350 280 80 0 低層店舗地

-

近商(90,200)

市内への新規出店は路線商業地域への出店が中心となっている。
幹線道路沿いにコンビニやドラッグストア等の出店が多く見られ
る。

背後に大規模な住宅団地を擁し、国道沿いの店舗を中心に高い繁
華性と集客力を維持している。

個別的要因に変動はない。

比準価格は現実の取引事例を価格判定の基礎とするもので、実証的かつ説得力を有する。一方、収益価格は最有効使用の賃
貸物件を建設することを想定したもので、理論的であるが、近隣地域周辺はロードサイド型の低層の建物が大半で、収益性
を重視した取引は少なく、自用目的の取引が大半である。よって、比準価格を中心に収益価格を比較考量し、代表標準地と
の検討を踏まえ、鑑定評価額を上記の通り決定した。

［

［

店舗
Ｓ１

国道沿いに形成される路線商業地域である。背後に大規模な住宅団地を有していることもあって、商業地としての店舗集積
度は比較的安定しており、今後も現状維持にて推移するものと予測される。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 75,900円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

75,700

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

各務原 1

代表標準地 標準地

5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-3.5

+13.0

-1.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

鵜沼宿駅
北 450m

鵜沼宿
450m

(8)

南25m国道､
背面道

近商
(80,200)

（その他）　　　　
(90,200)

特にない ２５ｍ国道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

1,143

( )

⑨法令上の規制等

1:2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

22.0  ｍ、　奥行　約 50.0 ｍ、　規模 1,100  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

78,500 円／㎡

49,100 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

80,200 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間0％ ％

108.0 ］

100［ ］ 102.0［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 28 平成 28年 7月 20日　提出

宅地-1

各務原市鵜沼西町１丁目４２０番１

+2.0二方路

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 28年 1月]

平成 28年 7月 1日 正常価格

平成 28年 7月 15日平成 28年 7月 1日

86,800,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 75,900 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

59,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は当市の幹線道路沿いに形成される路線商業地域と判断されるが、特に価格牽連性が認められるのは国道２１号
沿いの地域である。需要者は地元事業者のほか、他県資本のチェーン店舗も含まれる。坂祝バイパスが開通したことにより、
交通量の増加が見込まれるほか、背後に大規模な住宅団地も擁しており、飲食店やスーパーは賑わいを見せている。取引が
少なく、画地規模もバラツキがあり、適切な地価水準の把握は困難な状況にある。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

各務原（県） 2－5

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

各務原（県） －5

基準地番号 提出先

2 岐阜県

所属分科会名

岐阜第１分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

不動産鑑定士　清水事務所

清水裕示



沿道施設用地

ホームセンター、店
舗等が建ち並ぶ路線
商業地域

1

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北300 200 80 40 沿道施設用地

-

近商(90,200)

消費増税の再延期で、消費マインド改善が期待されるも、家計の
節約志向や燃費偽装等により、景気感に悪化が見られる。

イオンモール各務原を中心に一極集中が続く。暖冬による冬物不
振があるが、高齢者を中心に生鮮食料品などでの需要落ち込みは
小さい。

個別的要因に変動はない。

近隣地域は全国展開などの各店舗などが建ち並ぶ市内屈指の路線商業地域。収益価格は、これら店舗の賃貸を前提にしてい
るが、業種など想定要因が多く、参考とした。他方、比準価格は市内の類似地域での多数の取引事例を基に試算しており、
信頼性は高い。従って、本件では比準価格を重視し、収益価格は参考とし、指定基準地価格との検討などを踏まえ、鑑定評
価額を上記の通り決定した。

［

［

店舗
Ｗ１

市内の東西を結ぶ国道沿いに、沿道施設が建ち並ぶ市内屈指の路線商業地域の一つ。巨艦店の大型店舗に隣接し、熟成を強
めてきたが、一極集中にて伸び悩み感も大きい。地価は回復感が見られるが、やや下落と予測。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 97,200 円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

96,400

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

各務原 1

代表標準地 標準地

5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-1.7

+11.4

-21.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

新加納駅
南 1.4km

新加納
1.4km

(8)

南36m国道､
背面道

近商
(80,200)

（その他）　　　　
(90,200)

特にない。 ３６ｍ国道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

568

( )

⑨法令上の規制等

1:2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

20.0  ｍ、　奥行　約 30.0 ｍ、　規模 600  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

97,200 円／㎡

57,000 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

80,200 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-0.4％ ％

86.5 ］

100［ ］ 104.0［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 28 平成 28年 7月 20日　提出

宅地-1

各務原市小佐野町１丁目４６番１外

+4.0二方路

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

96,400

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

各務原 -5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-1.7

+11.4

-21.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

80,200 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

86.5 ］

100［ ］ 104.0［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 28年 1月]

平成 28年 6月 25日 正常価格

平成 28年 7月 16日平成 28年 7月 1日

55,000,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 96,800 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

75,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は主に国道２１号、いちょう通りなど路線商業地域の他中心市街地の商業地全般。需要者の中心は郊外や大型店
近くへのチェーン店進出を念頭とした事業者（定期借地権などの設定を含む）など。当該地域では巨艦店イオンモール各務
原の一人勝ちの状況が続いており、店舗の撤退及び刷新も留意される所となってきた。市場の中心となる価格帯は借地等の
浸透を受け、不透明感も強く、取引規模にもよるが、総じて土地で５，０００万円弱と推定される。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

各務原（県） 3－5

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

各務原（県） －5

基準地番号 提出先

3 岐阜県

所属分科会名

岐阜第１分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

株式会社　不動産鑑定北川事務所

田中　雅之



中規模工場または倉庫

中規模事務所等が建
ち並ぶ工業団地

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北250 50 50 300 中規模工場または倉庫

-

工業(60,200)
景観地区

各務原市内には複数の工業団地があり製造業出荷額は県内第１位
である。

ＶＲテクノプラザ第Ⅱ、第Ⅲとも商談中を含め完売。

個別的要因に変動はない。

比準価格は、市内の工場地事例のほか広域的に収集し試算した。収益価格は、各務原市において、賃貸工場、貸倉庫は、自
用の建物からの転用が殆どであり、新築を想定した収益体系になく適用不可能であった。現下の経済状況及びいわゆる「ア
ベノミクス」の効果等を参酌し、市場性を反映した比準価格を採用し、類似する工業地の標準地との均衡に留意して、上記
の通り鑑定評価額を決定した。

［

［

事務所
Ｓ２

近隣地域は、岐阜県土地開発公社が開発した工業団地である。市内の主力産業の輸送用機械は比較的好調で、テクノプラザ
Ⅲも売却が進みほぼ完売している。依然需要は強く地価は、若干の上昇で推移するものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 32,900円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

33,300

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

各務原 1

代表標準地 標準地

9

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+4.4

+18.6

-25.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+2.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

蘇原駅
北東 3.8km

蘇原
3.8km

(8)

東8m市道､
北側道

工業
(60,200)

（その他）　　　　
景観地区

特にない ８ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

8,224

( )

⑨法令上の規制等

1.5:1

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

50.0  ｍ、　奥行　約 200.0 ｍ、　規模 10,000  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

33,100 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

30,500 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間+0.6 ％ ％

92.9 ］

100.5［ ］ 103.0［ ］

102.0［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 28 平成 28年 7月 20日　提出

宅地-1

各務原市テクノプラザ１丁目１５番

+3.0角地

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 28年 1月]

平成 28年 7月 5日 正常価格

平成 28年 7月 13日平成 28年 7月 1日

272,000,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 33,100 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

1.1

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 対象不動産の同一需給圏の範囲は、各務原市内の工業団地を中心に、東海環状自動車道沿線の工業団地等広範囲である。需
要者は、輸送機械関連企業が中心で、県外企業のほか県内企業の工場移転等も見られる。取引される価格帯は、税制優遇措
置等の影響や個別性を反映してまちまちであり、需要の中心となる価格帯は見出せない状況にあるが、同一需給圏内の工場
地の価格は概ね１８，０００㎡／円～３５，０００円／㎡の範囲内にある。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

各務原（県） 1－9

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

各務原（県） －9

基準地番号 提出先

1 岐阜県

所属分科会名

岐阜第１分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

クニタチ鑑定事務所

山村　寛


